
都道府県医師会長殿

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

このたび、厚生労働省労働基準局長より、第13次労働災害防止計画の推進について、
呂1絲氏のとおり本職あてに協力依頼がまいりました。

本計画は、誰もが安心して健康に働くことができる社会の実現に向け、労働災害の

動向や社会情勢の変化を見据え、今後5年間(2018年度を初年度とし、2022年度まで)

に関係者が目指す目標や重点的に取り組む事項を定めたものです。

本計画の概要は以下のとおりですが、本件の趣旨をご理解の上、貴会会員等に対する
周知方につきまして貴職のご高配をお願い申し上げます。

第13次労働災害防止計画の推進について

日医発第1206号(地Ⅱ232)

平成 30年3月28日

1.計画期間

2018年度から2022年度までの5力年を計画期間とする。

2.計画の目標

①2022年までに、労働災害による死亡者数を15%以上減少(2017年比)

②2022年までに、労働災害による死傷者数(休業4日以上)を5%以上減少(同)
③重点とする業種の目標

・建設業、製造業及び林業については、死亡者数を15%以上減少(2017年比)

・陸上貨物運送事業、小売業、社会福祉施設及び飲食店については、死傷者数を死傷
年千人率で5%以上減少(同)

日本医師会長

横倉義

3.計画の重点事項

①死亡災害の撲滅を目指した対策の推進

②過労死等の防止等の労働者の労働者の健康確保対策の推進

③就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進

④疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進
⑤化学物質等による健康障害防止対策の推進

⑥企業・業界単位での安全衛生の取組の強化
⑦安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進

⑧国民全体の安全・健康意識の高揚等

武

記



公益社団法人日本医師会会長殿

③

厚生労働行政の運営につきまして、平素から格別の御協力を賜り感謝申し上げ

ます。

さて、今般、労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)第6条の規定に基づき、

2018年度を初年度とする第 13 次の労働災害防止計画を別添のとおり策定し、 3

月19日付けで公示したところです。

1958年以降、これまで 12 次にわたる労働災害防止計画により、国、事業者、

労働者等の関係者が一丸となって取組を推進してきた結果、我が国の労働現場に

おける安全衛生の水準は大きく改善してきました。一方で今なお年間 1,000人近

くの方が労働災害で亡くなっている現実があり、過労死や職場におけるメンタル

ヘルス不調も社会問題となっています。また、化学物質による健康障害の防止や、

疾病を抱えた労働者の治療と仕事の両立への取組など、取り組むべき多くの課題

が残っています。

第'13次の労働災害防止計画は、このような状況を踏まえ、労働災害を少しでも

減らし、安心して健康に働くことができる職場の実現に向け、関係者が目指す目

標や重点的に取り組むべき事項を定めたものです。本計画の趣旨を御理解いただ

き、計画の推進に特段の御協力を賜りますようぉ願いいたします。

第13次労働災害防止計画の推進にっいて

基発 0319 第3号

平成 30年3月19 ヨ

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)
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はじめに

労働災害防止計画は、戦後の高度成長期における産業災害や職業性疾病の急増を踏ま

え、19認年に第1次の計画が策定されたものであり、その後、社会経済の情勢や技術革

新、働き方の変化等に対応しながら、これまで12次にわたり策定してきた。
入

との間、産業災害や職業性疾病の防止に取り組む国、事業者、労働者等の関係者に対

し、安全衛生活動を推進する際の実施事項や目標等を示して取組を促進することにより、

我が国の労働現場における安全衛生の水準は大幅に改善した。

しかしながら、近年の状況を見ると、労働災害による死亡者の数(以下「死亡者数」

という。)こそ減少しているものの、いまだその水準は低いといえず、第三次産業の労

働者数の急速な増加や労働力の高齢化もあって、労働災害による休業4日以上の死傷者

の数(以下「死傷者数」という。)に至ってはかつてのような減少は望めず、とれまで

とは異なった切り口や視点での対策が求められている。

また、過労死やメンタルヘルス不調が社会問題としてクローズアップされる中で、働

き方改革実行計画(平成29年3月28日働き方改革実現会議決定)を踏まえ、過労死研

究の推進とその成果を活用しつつ、労働者の健康確保対策やメンタルヘルス対策等に取

り組むことが必要になっているほか、治療と仕事の両立への取組を推進することも求め

られている。このほか、胆管がんや跨胱がんといった化学物質による重篤な健康障害の

防止や、今後増加が見込まれる石綿使用建築物の解体等工事への対策強化も必要となっ

ている。

その他、大規模な自然災害による被害からの復旧・復興工事や東京電力福島第一原子

力発電所の廃炉作業における安全衛生の確保はもとより、2020年東京オリンピック・パ

ラリンピック競技大会の開催を契機として我が国全体の安全や健康への意識の底上げに

つなげていくことも考えられる。

このような状況を踏まえ、労働災害を少しでも減らし、安心して健康に働くことがで

きる職場の実現に向け、2018年度を初年度として、 5年間にわたり国、事業者、労働者

等の関係者が目指す目標や重点的に取り組むべき事項を定めた「第玲次労働災害防止計

画」をことに策定する。

1・

1 計画のねらい

(1)計画が目指す社会

働く方々の一人一人がかけがえのない存在であり、それぞれの事業場において、

一人の被災者も出さないという基本理念の下、働く方々の一人一人がより良い将来



の展望を持ち得るような社会としていくためには、日々の仕事が安全で健康的なも

のとなるよう、不断の努力が必要である。

また、一人一人の意思や能力、そして置かれた個々の事情に応じた、多様で柔軟

な働き方を選択する社会への移行が進んでいく中で、従来からある単線型のキャリ

アパスを前提とした働き方だけでなく、正規・非正規といった雇用形態の違いにか

かわらず、副業'兼業、個人請負といった働き方においても、安全や健康が確保さ
れなければならない。

さらに、就業構造の変化等に対応し、高年齢労働者、非正規雇用労働者、外国人

労働者、障害者である労働者の安全と健康の確保を当然のこととして受け入れてぃ

く社会を実現しなければならない。

(2)計画期間

2018年度から2022年度までの5か年を計画期間とする。

(3)計画の目標

国、事業者、労働者等の関係者が一体となって、一人の被災者も出さないという

基本理念の実現に向け、以下の目標を計画期間中に達成することを目指す。

①死亡災害にっいては、ーたび発生すれば取り返しがっかない災害であるととを

踏まえ、死亡者数を2017年と比較して、 2022年までに 15%以上減少させる。

②死傷災害(休業4日以上の労働災害をいう。以下同じ。)にっいては、死傷者

数の増加が著しい業種、事故の型に着目した対策を講じることにより、死傷者数
を2017年と比較して、 2022年までに5%以上減少させる。

③重点とする業種の目標は以下のとおりとする。

'建設業、製造業及び林業にっいては、死亡者数を 2017年と比較して、2022

年までに15%以上減少させる。

陸上貨物運送事業、小売業、社会福祉施設及び飲食店にっいては、死傷者数

を2017年と比較して、2022年までに死傷年千人率で5%以上減少させる。

④上記以外の目標にっいては、以下のとおりとする。

'仕事上の不安、悩み又はストレスにっいて、職場に事業場外資源を含めた相

談先がある労働者の割合を90%以上(71.2%:2016年)とする。

'メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合を80%以上(56.6%:2016
年)とする。

'ストレスチェツク結果を集団分析し、その結果を活用した事業場の到△を

・ 2 ・



60%以上(37.1%:2016年)とする。

化学品の分類及び表示に関する世界調和システム(以下「GHS」という。)に

よる分類の結果、危険性又は有害性等を有するとされる全ての化学物質につい

て、ラベノレ表示と安全データシート(以下「SDS」という。)の交付を行ってい

る化学物質譲渡・提供者の割合を 80%以上(ラベル表示 60.0%、 SDS 交付

51.6%:2016年)とする。

第三次産業及び陸上貨物運送事業の腰痛による死傷者数を 2017年と比較し

て、2022年までに死傷年千人率で5%以上減少させる。

職場での熱中症による死亡者数を2013年から2017年までの5年間と比較し

て、 2018年から 2022年までの5年間で5%以上減少させる。

(4)計画の評価と見直し

計画に基づく取組が着実に実施されるよう、毎年、計画の実施状況の確認及び評

価を行い、労働政策審議会安全衛生分科会に報告する。また、必要に応じ、計画を

見直す。

計画の評価に当たっては、単に死傷者数や目標に掲げた指標の増減のみならず、

その背景や影響を及ぽしたと考えられる指標、社会経済情勢の変化も含めて分析を

イテう。

2 安全衛生を取り巻く現状と施策の方向性

(1)死亡災害の発生状況と対策の方向性

死亡災害については、昭和30年代後半には年間7,000人近くもの尊い命が失われ

ていたものが、近年は年間 1,000人を切るところまで改善している。

しかしながら、平成10年以降の20年間の死亡災害の発生状況について、労働災

害防止計画の5年ごとに平均して見ると、重点業種として取り組んできた製造業は

全業種平均の減少率に届かず、同じく重点業種のーつであった建設業は減少率とそ

全業種平均を上回ったが、依然として死亡災害全体の3分の1を占める状況にあり、

引き続き重点業種として対策に取り組むことが必要である。また、林業については、

第12次労働災害防止計画では重点業種としていないが、この間の労働災害発生の傾

向や強度率の高さを考慮すれば、今回、重点業種に追加することが必要である(表

1)。

これらの背景として、社会経済環境の変化とも相まって、様々な問題が顕在化し

てきていることが挙げられる。具体的には、年齢構成の偏りによる作業に習熟した

3・



ベテラン労働者の不足、業務アウトソーシングの増加による現場管理の複唯化、生

産設備の自動化等による異常時対応の困難化、装置産業における主要設備の高経年
化に伴う劣化の進展等が課題となっている。

《表1》労働災害防止計画期間ごとの業種別死亡災害の推移(9次防~12次防)

製造業

(9次防からの増減率(%))

建設業

(9次防からの増減率(%))

9次防

(期間年平均)

陸上貨物運送事業

(9次防からの増減車(%))

330.6

林業

(9次防からの増減牢(%))

10次防

(期間年平均)

700.2

上記以外の業種

(9次防からの増減牢(%))

290.8

2482

全業種合計

(9次防からの増減率(%))

' 12.0

"次防

(期間年平均)

521.6

※ 12次防の期間平均は、平成25年~28年の平均である。強度牢は、平咸28年労働災害動向調査(事案場規模30人以上)。

59.2

' 25.5

218.0

224.6

業種別に、事故の型別を見ると、製造業にっいては、機械災生対策として重点的

に取り組んできた「はさまれ・巻き込まれ」による死亡者数の減少率が製造業の平
均減少率に及ばず、更なる対策が必要である(表2)

496.4

' 34.1

▲ 9.5

12次防

(期間年平均)

375.0

522

1834.6

▲ 46.4

▲".8

187.5

137.4

(参考)強度率

429.0

▲ 43.3

▲ 44.6

《表2》労働災害防止計画期間ごとの製造業における事故の型別死亡災害の推移
(9次防~12次防)

' 13.6

335.0

(平成28年)

43.8

1518.2

' 522

' 26.0

' 172

1 15.8

0.12

582.8

' 53.4

0.33
(総合工事業を除く。)

はさまれ,巻き込まれ

(9次防からの増減率(%))

17.4

40.0

1357.0

' 32.4

製造業

(9次防からの増減率(%))

' 26.0

0.12
(道路賀物運送業)

318.5

※ 12次防の期間平均は、平成25年~28年の平均である。

▲ 43.3

▲ 35.8

996.8

3.91

(期間年平均)

59.3

9次防

' 457

' 39.4

97.8

330.6

0.13

10次防

(期間年平均)

0

822

▲ 16.0

290.8

"次防

(期間年平均)

▲ 120

66.8

▲ 317

187.5218.0

12次防

(期間年平均)

4

' 34.1



同様に、建設業については最も死亡者数が多い「墜落・転落」、林業については

伐木等作業における「激突され」について、対策を強化していくことが必要である

(表 3 ~4)。

《表3》労働災害防止計画期間ごとの建設業における事故の型別死亡災害の推移
(9次防~12次防)

墜落・転落

(9次防からの増減率(%))

建設業

(9次防からの増減率(%))

※ 12次防の期間平均は、平成25年~28年の平均である。

(期間年平均)

9次防

《表4》労働災害防止計画期間ごとの林業における事故の型別死亡災害の推移
(9次防~12次防)

296.6

7002

10次防

(期間年平均)

激突され

(9次防からの増減率(%))

林業

(9次防からの増減率(%))

221.4

' 25.4

※ 12次防の期問平均は、平成25年~28年の平均である。

521.6

11次防

(期間年平均)

(2)死傷災害の発生状況と対策の方向性

死傷災害については、平成10年以降の20年間で死傷者数は15%弱の減少となっ

ている。

しかしながら、減少幅は徐々に小さくなっており、平成20年以降における減少幅

は極めて小さい。とれを業種男川こ見ると、製造業及び建設業においては、死傷者数

自体は依然として多いものの、その減少率は全業種平均を大幅に上回っている。そ

の一方で、第三次産業の中には、社会福祉施設のように、労働者数の増加を考慮し

たとしても死傷者数の増加幅が著しい業種がある(表5~6)。

' 25.5

(期間年平均)

9次防

157.8

▲ 46.8

20.6

375.0

12次防

(期間年平均)

▲ 46.4

592

10次防

(期間年平均)

142.5

▲ 52.0

20.6

335.0

0.0

' 52.2

522

11次防

(期間年平均)

▲ 11.8

152

' 26.2

43.8

12次防

(期間年平均)

' 26.0

16.5

' 19.9

40.0

' 32.4

・ 5 ・



《表5》労働災害防止計画期間ごとの業種別死傷災害の推移(9次防~12次防)

告1;告^

9次坊からの増減率(今む)

建設芙

給次坊からの増減準{%》

9次防

(其E尼1^三F均)

陸上買探亙送享業

,次坊からの潜減遷{%n

41,9部

工入芙

⑳次坊からの潜減里{96})

10次防

儒三隆年平吻}

28'809

174

小売莫

W次防からの塔減声ヌ%))

37,060

1、79

15,964

' 11.フ

"次防

822

社会毛社施設

狐次坊からの潜減車く%))

洋階生平均)

22β74

3.012

' 20.6

29,5氾

2.14

欽食店

伯次砧からの増減電尋郁}

15β33

' 29.6

1ユ次防

訂'591

(其三間年平均)

' 2.1

17.107

全矣種合計

伯次防からの増嫉車く"D

2,485

' 40.6

26.844

1,871

旅 9次防の期間平均ば、平成れ年~14年仍平均である.捻次防の期間平均は、平成25年屹8年の平均である.千人牢嵐平成28年労掘力調査の労働者数を尾い一黛
,出Lたもの,

《表6》業種別死傷年千人率の推移(平成24年~平成28年)

▲ 17,5

(参考)千人率

14.029

' 36,1

12'574

6

' 12.1

(平成28年)

16.254

3,556

8.5

2.208

' 43.6

2_01

3.642

' 26.フ

平成28年

陸上貨物運送事業

2,70

14'066

138.379

94.6

12.536

' 11'9

3,889

小売業

4.51

社会福祉施設

3.2

1.629

1'80

9、4

5.561

▲ 45.9

132.802

飲食店

また、事故の型別に見ると、製造業や建設業に多い「墜落・転落」「はさまれ.

巻き込まれ」等にっいては減少幅が全業種平均を大きく上回る一方で、「転倒」「動

作の反動'無理な動作」といった高い年齢層で発生しやすいものにっいては、少し
ずつ増加している(表7)

平成24年

197.2

8,Π

13.162

▲ 4,0

8,17

4.123

8.44

13.6

31,2?

160

2.24

フ,483

119.489

1,99

平成25年

299.9

' 13.了

1.76

?.17

4.593

8.30

292

2.13

117.978

2.H

2.17

1.96

平成26年

▲ 14.フ

171

2.1 1

8.41

1,79

2.22

1,99

平成27年

2.19

0



《表7》労働災害防止計画期間ごとの事故の型別死傷災害の推移

(9次防~12次防)

墜落・転落

はさまれ・巻き込まれ

9次防

(期間年平均)

動作の反動・無理な動作

転倒

25,290

※ 9次防の期問平均は、平咸11年~14年の平均である。12次防の期問平均は、平成25年~28年の平均である。

その他、死傷者数の増加幅が大きい第三次産業を業種別に見ると、小売業や社会

福祉施設においては、「転倒」や「動作の反動・無理な動作」が多く、被災者の過

半数は50歳以上である。飲食店については、「転倒」に加え、調理中の「切れ・ 、^

すれ」や「高温・低温の物との接触」が多く、30歳未満が3分の1を占め、50歳以

上と桔抗している。

社会福祉施設等における転倒災害の増加等は、働き盛り世代の確保が難しく、ま

た高年齢労働者が参入しやすいなど、高年齢労働者の数や割合が増加していること

と関連していると考えられる。

また、第三次産業においては、多店舗展開の小売業のように事業場が分散してい

る業態が多く、個々の事業場に与えられる権限や予算も十分でない場合が多いため、

事業場ごとの安全衛生管理の仕組みが十分に機能していない場合があると考えられ

る。そのほか、第三次産業では、危険性の高い機械や化学物質等を使用する機会が

少ないことがら、事業者はもとより、労働者においても危険に対する認識が足りず、

このことも災害が減少しない要因と考えられる。

こうしたことを踏まえると、労働力の高齢化や就業構造の変化への対応等も考慮

して、対策を推進していくことが必要である。

23,752

全業種合計

10次防

(期間年平均)

▲ 137

21,532

23,827

' 5.8

11,712

23.0

20,589

11次防

(期間年平均)

' 13.3

138β79

・フ・

23,418

20,427

14,402

8.8

' 192

13,020

23.0

16,288

12次防

11'2

(期問年平均)

' 31.4

132,802

▲ 14.フ

24,597

' 4.0

20,183

142

' 202

(3)労働者の健康確保を巡る動向と対策の方向性

現在の仕事や職業生活に関する強い不安、悩み又はストレスを感じる労働者は、

依然として全労働者の半数を超えている。

13,945

14,791

19.1

117,978

▲ 37.フ

119,489

26,490



また、過重労働等によって労働者の尊い命や健康が損なわれ、深刻な社会問題と

なっている。過労死等(業務における過重な負荷による脳血管疾患若しくは心臓疾

患を原因とする死亡若しくは業務における強い心理的負荷による精神障害を原因と

する自殺による死亡又はこれらの脳血管疾患若しくは心臓疾患若しくは精神障生を

いう。以下同じ。)で労災認定された件数は、ここ数年は700件台で推移しており、

そのうち死亡又は自殺(未遂を含む。)の件数は200件前後となっている(表8) 0

また、過去5年間に過労死等で労災認定された事案を年齢階級別に見ると、明畄.

心臓疾患」は 50 歳代、 40 歳代の順で多く、「精神障害」は 30 歳代、 40 歳代、 29

歳以下の順で多くなっている(表9)

脳・心臓疾患

《表8》脳・心臓疾患及び精神障害に係る労災認定件数の推移

精神障害

労災認定件数

労災認定件数合計

うち死亡件数

労災認定件数

※自殺は未遂を含む。

平成24年度

うち自殺件数

0

うち死亡・自殺合計

338

123

平成25年度

475

306

93

了(X)

6卯

5(X)

4伽

3卯

2叫

1卿

0

813

(件)

133

平成26年度

《表9》脳・心臓疾患、精神障害の年齢階級別の事案数

(平成22年1月~平成27年3月までに労災認定された事案)

216

436

27フ

63

742

121

平成27年度

釦歳以上

497

196

251

99

448

フ74

96

平成28年度

631

220

472

260

93

723

107

29歳以下

532

49

498

45

189

4049歳 50-591扱

<発症時年齢>

一←脳・心臓疾患(n=1.561) ^精神障害(n=1,997)
(出典)「平成29年版過労死等防止対策白書」第3章第1-3図

84

214

758

30、39歳

191

573

304

第卜17図より

231

82

8

<
蝋
秩
肝
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このような中で、過労死等防止対策推進法が2014年に成立し、国や地方公共団体

はその対策を推進するために、啓発、相談体制の整備、民間団体活動に対する支援

等を行うとともに、国は、過労死等に関する調査研究を実施し、過労死等防止対策

推進協議会を設置することとされている。

過労死等を未然に防止するためには、長時間労働対策に加えて、メンタルヘルス

対策の推進が重要である。2015年12月には、メンタルヘルス不調を末然に防止す

ることを主な目的としたストレスチェック制度が創設され、労働者のメンタルヘル

ス対策は新たな一歩を踏み出している。

ストレスチェック制度においては、労働者一人一人のストレスを把握して自身の

気づきを促すとともに、その結果を集団ごとに分析して職場環境の改善に活用する

ことが重要である。集団分析結果を活用した職場環境改善は努力義務であるが、そ

の実施率は全事業所の約37%(2016年)にとどまっている。

また、高ストレスやメンタルヘルス不調等の労働者が、産業医等による健康相談

等を安心して受けられることが重要であるが、全労働者の約3害功河哉場において仕

事上の不安、悩み又はストレスについて、相談できる相手がいないと感じている現

状にある。

こうした状況を踏まえると、ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環

境改善の取組や、労働者が安心してメンタルヘルス等の相談を受けられる環境整備

を促進するとともに、過労死等の実態把握や調査研究による実態解明を進めつつ、

得られた知見に基づき対策を推進していくことが必要である。

(4)疾病を抱える労働者の治療と職業生活の両立を巡る状況と対策の方向性

脳・心臓疾患につながるりスクのある血圧や血糖、脂質等の結果を含めた労働安

全衛生法に基づく一般健康診断における結果の有所見率は全労働者の半数を超え、

年々増加を続けており、疾病のりスクを抱える労働者は増える傾向にある。

健康診断の結果に異常の所見がある労働者については、医師からの意見を聴取し、

就業上の措置の的確な実施等を通じて、脳・心臓疾患を未然に防止する必要がある。

また、これらの疾病の有病率は年齢が上がるほど高くなり、労働力の高齢化が進

んでいる中で、職場においては、疾病を抱えた労働者の治療と仕事の両立への対応

が必要となる場面が増えることが予想される。

その一方で、職場での対応は個々の労働者の状況に応じて進めなければならず、

支援の方法や医療機関等との連携について悩む事業場の担当者も少なくない。

こ.うした状況を踏まえると、まずは、健康診断の結果に基づく就業上の措置を的

9・



確に実施するとともに、労働者の治療と職業生活の両立支援に取り組む企業に対す
る支援等を推進することが必要である。

(5)化学物質による健康障害の現状と対策の方向性

産業現場で使用される化学物質は約70,000種類に及び、毎年1,000物質程度の新

規化学物質の届出がなされている。これら膨大な種類の化学物質のうち、労働安全

衛生関係法令によって、ぱく露防止措置、作業環境測定、特殊健康診断、ラベル表

示、りスクァセスメント等の実施が義務付けられているものは663物質であるが、

その他多くの化学物質にっいては、対策の基本となる危険性や有害性等の情報の通
知さえ十分行われているとはいえない状況にある。

欧米諸国においては、GHS に定められた分類手法に基づき、化学物質の製造又は

輸入を行う事業者が、譲渡・提供する全ての化学物質にっいて分類を行い、危険性

又は有害性等のある物質にっいてラベル表示やSDS交付を行う仕組みが整備されて
いる。

また、近年、胆管がんや勝胱がんといった化学物質による重篤な健康障生が発生

しているが、職業性疾病を疑わせる段階において、国がこうした事案を把握できる

仕組みがないことから、事業者による自主的な情報提供等を端緒として、実態把握
や対策を講じざるを得ない状況にある。

こうした状況を踏まえると、国際的な動向も踏まえ、化学物質の危険性又は有害

性等に関する情報提供の在り方や、化学物質による健康障害の発生が疑われる事案
を国が把握できる仕組みの検討が必要な状況にある。

このほか、石綿による健康障害の防止にっいては、国内の石綿使用建築物の耐用

年数から推計した解体棟数が、2017年の約6万棟から、2030年頃のピーク時には約

10 万棟まで増加することを踏まえ、対策の強化に取り組むことが必要な状況にあ
る。

10 ・

3 計画の重点事項

先に述べた安全衛生を取り巻く現状と対策の方向性を踏まえ、以下の8項目を重点
事項とする。

(1)死亡災害の撲滅を目指した対策の推進

(2)過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進

(3)就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進

(4)疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進

゛



(5)化学物質等による健康障害防止対策の推進

(6)企業・業界単位での安全衛生の取組の強化

(フ)安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進

(8)国民全体の安全・健康意識の高揚等

4

(1

重点事項ごとの具体的取組

)死亡災害の撲滅を目指した対策の推進

ア業種別・災害種別の重点対策の実施

(ア)建設業における墜落・転落災害等の防止

・建設業においては、墜落・転落災害が死亡災害のうち4割を超える状況に

あることから、その発生状況や関連する施策の実績等を踏まえつつ、墜落・

転落災害防止対策の充実強化について検討する。また、「墜落防止用の個人

用保護具に関する規制のあり方に関する検討会報告書」(平成29年6月13

日墜落防止用の個人用保護具に関する規制のあり方に関する検討会とりまと

め)を踏まえ、高所作業時における墜落防止用保護具については、原則とし

てフルハーネス型とするとともに、墜落時の落下距離に応じた適切な保護具

の使用の徹底を図る。

・建設業の死亡災害のうち解体工事における死亡災害の占める割合が徐々に

増加し、今後も鉄筋コンクリートや鉄骨の建築物、橋梁等の解体工事が増加

することが見込まれることから、解体工事における安全対策について検討す

る。

・ 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の施設工事について、

関係行政機関、発注機関等により構成される安全衛生対策協議会を通じ、長

時間労働の縮減も含めた労働災害防止対策の徹底を図る。また、大会の施設

工事において実施されている先進的な取組を、今後の快適で安全な建設工事

のモデノレとしていく。

・地震、台風、大雨等の自然災害に被災した地域の復旧・復興工事において

労働災害防止対策の徹底を図る。

・建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画(平成29年6

月9日閣議決定)に基づき、国土交通省と緊密な連携の下に、請負契約にお

ける安全衛生経費の適切な積算及び確実な支払いに関する施策の検討・実施、

施工段階の安全衛生に配慮した設計の普及、中小建設業者の安全衛生管理能

力の向上に向けた支援等の取組を着実かつ計画的に実施する。
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(イ)製造業における施設、設備、機械等に起因する災害等の防止

'危険性の高い機械等にっいては、製造者が十分な知識及び技能を有する者

を参画させた機械の包括的な安全基準に関する指針(平成19年7月31日付

け基発第0731001号)による製造時のりスクァセスメントを確実に実施する

ための方策を検討するとともに、製造者によるりスクァセスメントを実施し

ても残留するりスク等の情報を機械等の使用者に確実に提供する方策を検討
する。あわせて、機械等の使用者による安全な使用の徹底を図る。

'専門知識を有する一定の者を選任する事業場において、残留りスク情報に

対応する措置を適切に実施した場合や、一定の要件を満たす信頼性の高い自

動制御装置(機能安全による機械等に係る安全確保に関する技術上の指針(平

成28年厚生労働省告示第353号)に適合していることにっいて証明を得たも

の等)によって機械等を監視・制御する場合においては、柵等の設置等の危

険防止措置、点検・監視や有資格者の配置、使用制限(禁止)等の規定又は

機械等の構造規格の適用等にっいての特例を殷けることを検討する。

'経済産業省及び中央労働災害防止協会と連携し、主要な製造業の業界団体

により構成される製造業安全対策官民協議会における安全対策の検討結果の

周知を図り、事業場の自主的な安全確保の促進を図る。

'生産設備の高経年化に伴い、設備の劣化による労働災害の増加が懸念され

るため、その経年劣化にょるりスクを低減していくという観点から、補修等

の状況も勘案した、高経年施設・設備に対する点検・整備等の基準を検討す
る。

'諸外国においては、信頼性の高い自動制御装置により監視及び制御される

プラント等に対して損害保険の保険料減免が行われ、それが、より一層の安

全対策のインセンティブとなっているとと等を踏まえ、安全投資を促進する

インセンティブを高めるための方策にっいて検討を行う。

'災害が多発している食料品製造業にっいては、食品加工機械の安全な使用

方法等を浸透させるため、関係省庁と連携しっつ、他の製造業と同様に職長
に対する教育の実施等を推進する。

'建設業における職長の再教育を製造業でも実施できるようカリキュラム等
の策定を検討する。

(ウ)林業における伐木等作業の安全対策

'林業においては、チェーンソーによる伐木等作業中に発生する死亡災害が

全体の7割程度を占めているととから、その一層の減少を図るため、「伐木
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等作業における安全対策のあり方に関する検討会」における議論の結果を踏

まえ、安全な伐倒方法やかかり木処理の方法の普及、下肢を保護する防護衣

の着用の徹底、安全教育の充実等必要な安全対策の充実強化を図るとともに、

その周知徹底について林野庁や関係団体と連携して取り組む。

・林業・木材製造業労働災害防止協会の安全管理士等による指導と併せ、林

野庁と連携し、林業普及指導員等による伐木等作業現場での労働災害の防止

対策について指導の充実を図る。

重篤な災害の防止対策

休業6か月以上の災害に係る労働者死傷病報告や事故報告の分析を実施する

こと等により、死亡災害につながるような重篤な災害を大幅に減少させるため

の対策にっいて検討する。また、独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛

生総合研究所と連携し、重篤な災害に対する原因究明及び同種災害の防止対策

を検討する。

最新基準が適用されていない既存の機械等の更新促進

構造規格等の改正時には、経過措置により、既存の機械等への最新基準の適

用が猶予されることが多いが、これらの更新を促進するための支援措置等につ

いて検討する。

イ

ウ

(2)過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進

ア労働者の健康確保対策の強化

(ア)企業における健康確保措置の推進

・過重労働・メンタルヘルス対策等の労働者の心身の健康確保対策がとれま

でになく強く求められている。そのため、法定の健康診断やその結果を踏ま

えた就業上の措置のみならず、労働者の健康管理に関して、経営トップの取

組方針の設定・表明等、企業の積極的な取組を推進する。また、労働者は、

自らも健康の保持増進に努める。

(イ)産業医・産業保健機能の強化

・事業場において、過重な長時間労働やメンタルヘルス不調等により過労死

等のりスクが高い状況にある労働者を見逃さないため、医師による面接、指導

や産業医・産業保健スタッフによる健康相談等が確実に実施されるようにし、

労働者の健康管理を推進する。

・「産業医制度の在り方に関する検討会報告書」(平成28年12月26日産業

医制度の在り方に関する検討会とりまとめ)で示された内容等も踏まえ、産
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業医の在り方を見直し、産業医等が医学専門的な立場から労働者の健康確保

のためにより一層効果的な活動を行いやすい環境を整備する。
・さらに、

①産業医の質・量の確保、地域偏在等の問題の改善

②産業医の選任義務がない小規模事業場における産業保健機能強化のため
の支援

③産業医や看護職等の産業保健スタッフから構成されるチームによる産業
保健活動の推進

④産業医科大学による産業保健分野の人材育成の推進

のために必要な方策について検討し、対策を講じる。

'衛生委員会等の活動の活性化を図るため、産業医に衛生委員会等の参加を

促すなどの取組を進めるとともに、必要に応じて、衛生委員会等の審議事項
等について見直しを検討する。

イ過重労働による健康障害防止対策の推進

時間外労働の上限規制により過重労働の防止を図るとともに、過重な労働に

より脳'心臓疾患等の発症のりスクが高い状況にある労働者を見逃さないため、

長時間労働者に対する健康確保措置として、医師による面接指導の対象者の見
直しや労働時間の客観的な把握等の労働者の健康管理を強化する。

ウ職場におけるメンタルヘルス対策等の推進

(ア)メンタルヘルス不調の予防

'ストレスチェツク制度にっいて、高ストレスで、かっ医師による面接指導

が必要とされた者を適切に医師の面接指導にっなげるなど、メンタルヘルス

不調を未然に防止するための取組を推進するとともに、ストレスチェックの

集団分析結果を活用した職場環境改善にっいて、好事例の収集.情報提供等

の支援を行い、その取組を推進することで、事業場における総合的なメンタ

ノレヘノレス対策の取組を推進する。

'産業保健総合支援センターによる支援等により、小規模事業場におけるス

トレスチェツク制度の普及を含めたメンタルヘルス対策の取組を推進する。

事業場におけるメンタルヘルス対策にっいて、労働者の心の健康の保持増

進のための指針(平成18年健康保持増進のための指針公示第3号)に基づく

取組を引き続き推進するとともに、特に、事業場外資源を含めた相談窓口の

設置を推進することにより、労働者が安心してメンタルヘルス等の相談を戸

けられる環境を整備する。
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(イ)パワーハラスメント対策の推進

・労働者が健康で意欲を持って働けるようにするためには、労働時間の管理

やメンタルヘルス対策だけでなく、職場のパワーハラスメントを防止する必

要があることから、働き方改革実行計画を受けて開催された有識者と労使関

係者からなる検討会の結果を踏まえて、パワーハラスメント対策を推進する。

工雇用形態の違いにかかわらない安全衛生の推進

・雇用形態の違いにかかわらず、安全衛生教育や健康診断、安全衛生委員会へ

の参画等について適正に実施されるようにする。

オ副業・兼業、テレワークへの対応

・副業・兼業を行う労働者の健康確保のため、事業者が法令に基づく健康診断

等の措置が必要な場合は適切に実施するよう周知していく。

また、これらの労働者の健康管理が、一体的かつ継続的に管理されるような

方策を検討する。

テレワークについては、労働者の健康確保措置のために必要な労働時間の管

理を適切に行うとともに、事業者が法令に基づく安全衛生教育、健康診断等を

適切に実施するよう周知していく。

力過労死等の実態解明と防止対策に関する研究の実施

・独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所の過労死等調査研

究センターにおける過労死等の労災保険給付請求事案に係るデータの収集や調

査分析等を継続するとともに、引き続き疫学的な研究等を通じて過重労働と過

労死等の相関等に関する客観的なデータの把握と分析を行い、その結果を踏ま

え対策を検討する。

(3)就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進

ア災害の件数が増加傾向にある又は減少がみられない業種等への対応

(ア)第三次産業対策

・労働者数の増加に伴い、労働災害の総件数が増加傾向にある小売業、社会

福祉施設及び飲食店のうち、多店舗展開で分散している業態の事業場につい

ては、個々の店舗や施設において安全衛生に取り組む人員、権限及び予算が

限定的であり、本社・本部の労働災害防止対策への参画が求められる。この

ような業態の事業場について、事業場単位の安全衛生管理に加え、企業単位

での安全衛生管理の在り方について、総合的に検討する。

・経営トップに対する意識啓発や「危険の見える化」、りスクァセスメント
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による設備改善、 KY活動等による危険感受性の向上のための働きかけに取
り組む。

第三次産業の業種の業界団体の一部において会員企業の安全衛生対策を

推進するための安全衛生委員会等を設置している場合がある。このため、 、^

のような取組を行っていない業界団体に対し、安全衛生委員会等の設置を働

きかけるとともに、当該委員会等の活動や必要な人材の育成等にっいて、中
央労働災害防止協会と連携して取り組む。

第三次産業の事業場が実効ある取組を行えるようにするため労働安全コ

ンサルタント、労働衛生コンサルタント等の専門家を活用できるよう支援す
る。

社会福祉施設にっいては、腰痛予防のため、安全衛生教育の徹底だけでな
く、介護機器等の導入促進も併せて行う。

小売業や飲食店にっいては、他業種に比べ非正規雇用労働者の判△が高く、

経験年数3年未満の死傷者の割合が高いことを踏まえ、業界団体と連携しっ
つ、雇入れ時の安全衛生教育の徹底を図る。

(イ)陸上貨物運送事業対策

陸上貨物運送事業における労働災害の約7割が荷役作業時に発生してぃる

ことから、陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン(平

成25年3月25日付け基発0325第1号。以下「荷役作業における安全ガイド

ライン」という。)に基づき、陸上貨物運送事業労働災害防止協会と連携し、

保護帽の着用等基本的な安全対策の徹底を図る。また、荷役作業に従事する
労働者に対する安全衛生教育の在り方にっいて検討する。

国士交通省と連携し、荷主事業者、に対し、長時間の荷待ち時間の削減や荷

役施設'設備の改善、荷役作業の安全担当者の配置等にっいて支援を要註す
る。

インターネツト通販の普及で荷の取扱件数が増加傾向にあるととを踏まえ、

荷役作業における安全ガイドラインの見直しを含め、荷役作業の実態に即し
た対策を検討する。

(ウ)転倒災害の防止

死傷災害のうちの2割強を占める転倒災害にっいては、 4S (整理.整頓
清掃'清潔)や注意喚起を促すステッカーの掲示等による「危険の見える化」、
作業内容に適した防滑靴の着用等の取組の促進を図る。また、転倒災害防止

に係る■ラーニング教材を作成するなど、事業者に対する支援を行う。
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・一般的に加齢に伴う身体機能の低下により転倒災害の発生りスクが高まる

ことから、これを予防するための体操の周知・普及を図る。

(エ)腰痛の予防

・年間5,000件程度の発生が見られる腰痛について、安全衛生教育の確実な

実施を推進するとともに、介護労働者の身体的負担軽減を図る介護機器の導

入促進を図る。

荷の積卸し等の定型的な重筋業務を行う場合にも、身体への負担を軽減す

る機械等の普及を図る方策について検討する。

(オ)熱中症の予防

日本工業規格(JIS)に適合した冊GT値測定器を普及させるとともに、夏

季の屋外作業や高温多湿な屋内作業場については、鴨GT値の測定とその結果

に基づき、休憩の確保、水分・塩分の補給、クールベストの着用等の必要な

措置が取られるよう推進する。

熱中症予防対策の理解を深めるために、建設業等における先進的な取組の

紹介や労働者等向けの教育ツールの提供を行う。

(カ)交通労働災害対策

・バス、トラック、タクシー等の事業用自動車を保有する事業場において道

路運送法又は貨物自動車運送事業法により選任される運行管理者の講習(2

年ごと)に際し、国士交通省と連携して、交通労働災害防止のための教育を

推進する。

事業用自動車運転業務に従事する労働者については、臨時的な雇用であっ

ても、健康問題を原因とする交通労働災害を防止する観点から事業者による

適切な健康確保対策が行われるよう、方策を検討する。

・交通労働災害については、死亡災害の過半数が、バス、トラック、タクシ

一等の事業用自動車を保有する事業場以外の事業場で発生していることを踏

まえ、警察庁と連携し、あらゆる業種の業界団体に対し、実効ある交通労働

災害防止対策が展開されるよう働きかける。

(キ)職場における「危険の見える化」の推進

働き方の多様化が進む中、派遣労働者、若年労働者や未熟練労働者が現に

就労する事業場において、労働者の知識・経験の程度にかかわらず、安心し

て働ける職場を実現していけるよう、「危険の見える化」に配慮しながら、

労働災害防止に関する標識、掲示等の普及を推進する。

・日本語の理解度に差のある外国人労働者においても、上記と同様の対策を
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普及していく 0

イ高年齢労働者、非正規雇用労働者、外国人労働者及ぴ障害者である労働者の労
働災害の防止

(ア)高年齢労働者対策

・労働力が高齢化し、転倒災害や腰痛が増加傾向にあるととから、高年齢労

働者に配慮した職場環境の改善や筋力強化等の身体機能向上のための健康づ

くり等の取組事例を収集し、安全と健康確保のための配慮事項を整理して、
その普及を図る。

(イ)非正規雇用労働者対策

・派遣労働者の労働災害を防止するため、雇入れ時の安全衛生教育や健康診

断の実施状況等の把握を行い、その結果を踏まえ、必要な取組を検討する。

・小売業や飲食店にっいては、他業種に比べ非正規雇用労働者の割合が高く、

経験年数3年未満の死傷者の割合が高いことを踏まえ、業界団体と連携しっ

つ、雇入れ時の安全衛生教育の徹底を図る。(再掲)

(ウ)外国人労働者、技能実習生対策

・技能実習を終えて帰国した外国人労働者等にっいて、建設業、造船業又は

製造業の労働者として入国するととを認める制度が創設されたととから、外

国人労働者が被災する労働災害の発生件数の増加が危倶される状況にある。

とうした点を踏まえ、関係府省と連携して、外国人労働者を雇用する事業場

に対し、安全衛生教育の実施、労働災害防止のための日本語教育等の実施、

労働災害防止に関する標識・掲示の設置、健康管理の実施等の徹底を図る。あ

わせて、安全衛生教育の実施に当たっては、外国人労働者向けの安全衛生教

育マニュアノレの活用を図る。

・技能実習生にっいては、外国人技能実習機構と連携し、監理団体や技能実

習生の受入れを行う事業場に対する労働災害防止のための取組を推進する。

(エ)障害者である労働者対策

・障害者である労働者の労働災害防止や安全への不安を払拭するため労働

災害事例や安全上の配慮事項等の実態把握を行い、必要な対策を検討する。

ウ個人請負等の労働者の範疇に入らない者への対応

・建設業における一人親方等にっいては、建設工事従事者の安全及び健康の確

保に関する基本的な計画に基づき、その業務の特陛や作業の実態を踏まえた安

全衛生教育の実施等、必要な対応にっいて検討する。

工技術革新への対応
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・人との協調作業を可能とする産業用ロボット等について、機能安全の基準や

認証制度を検討する。

・信頼性の高い自動制御装置によって機械等を監視及び制御する安全方策の普

及を図る。

・ AI(人工矢哨助やマンマシンインターフェースの開発に伴い、とれまでの産

業用ロボットの定義信引意装置の情報に基づきマニプレータの屈伸等を自動的

に行う機械)に当てはまらないロボットが産業現場に普及していくことが見込

まれるため、これらの安全対策や安全基準・規格等を検討する。

・ A1やGPS技術の急速な能力向上により、近い将来において、工場等の産業現

場においても自律的に作業を行う機械の導入が進むと見込まれるため、こうし

た技術革新を見越した上で、人と機械の安全な協働の方策等について必要な基

準を検討する。

・ 10T (1nte血et of Thing:インターネットに物が接続されること)やとれに

より収集されたビッグデータを活用した労働災害の防止や労働者の健康確保に

関する調査研究を推進する。

.

(4)疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進

ア企業における健康確保対策の推進、企業と医療機関の連携の促進

・疾病を抱える労働者の就労の継続に当たっては、職場において就業上の措置

や治療に対する配慮が適切に行われる必要がある。このため、健康診断結果に

基づき事業者が講ずべき措置に関する指針(平成8年健康診断結果に基づき事

業者が講ずべき措置に関する指針第1号)、治療と職業生活の両立支援のため

のガイドライン(平成28年2月23日付け基発第0223第5号、健発0223第3

号、職発0223第7号。以下「両立支援ガイドライン」という。)の周知啓発を

図り、企業の意識改革及び支援体制の整備を促進する。

・両立支援ガイドラインに基づく事業者と医療機関の連携を一層強化するため、

企業向け及び医療機関向けマニュアルを作成し、産業保健総合支援センターに

おける研修の実施等により普及を図る。

・都道府県ごとに設置される地域両立支援推進チームの活動等を通して、地域

における企業、医療機関等の関係者の具体的連携を推進する。

イ疾病を抱える労働者を支援する仕組みづくり

・治療と仕事の両立支援は、疾病を抱えた労働者本人からの支援の申出を受け

た事業者による支援に加え、治療やその間の各種支援を担う医療機関等とも連

rψ
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携をした総合的な支援の仕組みづくりを進める。そのため、労働者に寄り添い

ながら相談支援を行い、労働者と主治医や企業・産業医とのコミュニケーショ

ンのサポートを行う「両立支援コーディネーター」の養成に取り組むとともに、

産業保健総合支援センター等に配置すること等により、治療と仕事の両立に係
る相談支援体制の充実を図る。

ウ脊髄に損傷を負った労働者等の職場復帰支援

'労災病院のりハビリテーション機関等において、脊髄に損傷を負った労働者

が、治療開始時から日常生活復帰を経て職場復帰にっながった事例を収集.分

析し、職場復帰を見据えた入院時からの医療機関の継続的な支援方法等に関す
る研究を推進する。

'脊髄に損傷を負った労働者が、職場において職務に適応できるようにするた

めのりハビリテーション技術及び機器の開発を推進する。

'上記の研究成果を踏まえ、脊髄に損傷を負った労働者等の職場復帰支援にっ

いて、障害者雇用施策との連携等、国の支援策の在り方を検討する。

(5)化学物質等による健康障害防止対策の推進

ア化学物質による健康障害防止対策

(ア)国際動向等を踏まえた化学物質による健康障害防止対策

'特定化学物質障害予防規則等の特別規則による健康障害防止措置の実施や

ラベル表示及びSDS交付の対象としている物質は6船物質であるが、その他

の多くの化学物質にっいては、健康障害防止措置が義務付けられてぃない。

うした中で、663 物質以外の化学物質がその危険性や有害性が情報伝達さ、^

れないままに、規制対象物質の代替品として用いられる動きが認められる。

このような状況を踏まえ、ラベル表示及びSDS交付の在り方にっいて検討

するとともに、国による支援の充実等必要な環境整備を推進する。

'化学物質の危険性又は有害性等が不明であるととは当該化学物質が安全又

は無害であることを意味するものではないことから、これらの危険性又は有

害性等が判明していない化学物質が安易に用いられることのないようにする

ため、事業者及び労働者に対して、必要な対策を講じることを指導.啓発す
る。

(イ)りスクァセスメントの結果を踏まえた作業等の改善

'化学物質のりスクァセスメントの結果に基づく作業等の改善方法を目体的

に分かりやすく示していくなど、作業改善の実効性を上げるための支援策を

' 20 ・



充実する。

最新の科学的知見に基づき、ラベル表示・SDS交付の対象物質を見直す。

・作業環境測定の実施方法に個人サンプラーによる測定方法を追加し、作業

態様に応じた測定・評価方法を選択できるようにする。

・作業環境測定の結果等と特殊健康診断の結果を結びづけるなど、総合的な

健康確保対策が講じられる方策を検討する。

(ウ)化学物質の有害性情報の的確な把握

・化学物質が健康に及ぼす影響について、引き続き国内外における知見を迅

速かっ的確に収集し、規制の見直しに活用するとともに、収集した有害性等

の情報を広く事業者等に提供する。

(エ)有害性情報等に基づく化学物質の有害性評価と対応の加速

・国際的に労働者への発がん性等の指摘がなされている化学物質のりスク評

価及びりスク評価結果に基づく健康障害防止対策について、諸外国における

規制の動向と背景、判断基準や優先順位等に係る情報の収集等について検討

し、更なる効率化、迅速化を図る。

(オ)遅発性の健康障害の把握

・近年発生した胆管がん事案、勝胱がん事案等、遅発性の健康障害の事案を

的確に把握できるようにするため、例えば、化学物質による職業性疾病を疑

わせる事例を把握した場合に国に報告がなされる仕組みづくりや、独立行政

法人労働者健康安全機構と連携し、国内の労働者のがん等の疾病と職業歴や

作業方法、使用物質等の関係の情報を収集・蓄積して、その結果を活用する

方策等を検討する。

(カ)化学物質を取り扱う労働者への安全衛生教育の充実

・事業者による化学物質の管理を実効あるものとするためには、労働者が化

学物質の危険性又は有害性等やばく露防止の方法等を正しく理解することが

重要である。とのため、雇入れ時等の安全衛生教育において、化学物質のラ

ベル表示やSDSによる情報について理解を深められるようにしたり、保護具

の正しい着用方法等の具体的な内容を習得できるようにしたりするなど、そ

の充実を検討する。

イ石綿による健康障害防止対策

(ア)解体等作業における石綿ぱく露防止

石綿が用いられている建築物の解体工事の増加が見込まれる中、石綿の使

用の有無の調査が十分に行われないまま解体工事が施工される事例等が報告
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されている。このため、石綿に関する届出対象の拡大等により、事業者によ

る石綿の使用の事実の把握漏れの防止を徹底することに加え、石綿の使用の

有無の調査を行う者の専門性の確保等の方策にっいて検討する。

'建築物の解体工事等において、適切に石綿ぱく露防止措置が講じられるた

めには、解体工事等の発注者が石綿の有無等に応じて必要な安全衛生経費を

負担することが重要である。発注者が低額で短期間の工事を求め、施工者も

低額で短期間の工事を提示することで契約を得ようとすることにより、必要

な石綿ばく露防止措置がおろそかになるととを防止するため、こうした石綿

ばく露防止措置を講じない施工者への対策を強化するとともに、解体工事等

の発注者に求められる石綿ぱく露防止対策への対応にっいて検討する。

'大規模地震等の自然災害が発生した際に、被災建築物等のがれきの撤去作

業や被災建築物等の解体工事において石綿ぱく露防止が円滑に図られるよ

う、環境省のマニュアルも踏まえっっ、被災状況に応じた指導.周知等の対

応を行うとともに、マスクや手袋等の保護具の円滑な確保等のぱく露防止対
策の推進を図る。

(イ)労働者による石綿等の化学物質の取扱履歴等の記録の保存

石綿をはじめとした化学物質による健康障害は長期問経過後に発生するこ

とがあることから、事業者は個々の労働者のばく露の状況等を継続的に把握

し保存しておくことが必要である。このため、事業の廃止後も含め、こうし

た情報の保存を推進する。

ウ受動喫煙防止対策

'受動喫煙の健康への有害性に関する理解を図るための啓発や事業者に対する

効果的な支援の実施により、事業者及び事業場の実情に応じた禁煙、空間分煙
等の受動喫煙防止対策の普及及び促進を図る。

'受動喫煙を受ける蓋然性の高い職務上の作業にっいて、換気や空気清浄機の

設置等による有害物質濃度の低減や保護具の着用等による効果を検証し、受動

喫煙防止対策の普及及び促進を図る。

工電難放射線による健康障害防止対策

'東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた作業や帰還困難区域等で行わ

れる除染等における作業に従事する労働者に対する安全衛生管理、被ばく線量

管理、被ばく低減対策、健康管理等の実施の徹底を図る。

'東京電力福島第一原子力発電所での緊急作業に従事した労働者に対して、雛

職後を含めて長期的に被ばく線量等を追跡できるデータベースを活用し、メン

、
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タルヘルスケアを含めた健康相談の実施等の長期的な健康管理対策を着実に実

施する。

医療従事者の被ばく線量管理及び被ばく低減対策の取組を推進するとともに、

被ばく線量の測定結果の記録等の保存について管理の徹底を図る。

粉じん障害防止対策

粉じんばく露作業に伴う労働者の健康障害を防止するため、粉じん障害防止

規則その他関係法令の遵守のみならず、第9次粉じん障害防止総合対策に基づ

き、粉じんによる健康障害を防止するための自主的取組を推進する。

所属する事業場が転々と変わるトンネルエ事に従事する労働者のじん肺関係

の健康情報、有害業務従事歴等の一元管理を行う建設業労働災害防止協会に対

して支援を実施し、トンネルエ事に従事した労働者の健康確保対策の充実を図

る。

オ

(6)企業・業界単位での安全衛生の取組の強化

ア企業のマネジメントへの安全衛生の取込み

.労働災害防止には、企業の経営トップ等の関与が重要であることから、企業

のマネジメントの中に安全衛生を位置付けることを推奨していくとともに、労

働者の安全衛生に関する経営トップによる取組方針の設定・表明等、積極的な

取組を推進する。

イ労働安全衛生マネジメントシステムの普及と活用

.現在、国際標準化機構で制定作業が進められている労働安全衛生マネジメン

トシステム(1S0妬001)の発効に合わせ、J玲を制定する。その際には、1S045001

に盛り込まれていない我が国の産業現場で用いられている安全衛生活動や健康

確保のための取組を取り入れることを検討し、その普及及び促進を図る。

.1S045001や国際労働機関の労働安全衛生マネジメント指針との整合性や健康

確保の取組の方策等も考慮し、労働安全衛生マネジメントシステムに関する指

針(平成Ⅱ年労働省告示第郭号)の改正について検討を行い、普及及び促進

を図る。

.労働安全衛生マネジメントシステムについて、産業安全や化学物質対策への

活用に加え、過重労働対策やメンタルヘルス対策等への活用について検討する。

ウ企業単位での安全衛生管理体制の推進

.労働者数の増加に伴い、労働災害の総件数が増加傾向にある小売業、社会福

祉施設及び飲食店のうち、多店舗展開で分散している業態の事業場については、
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個々の店舗や施設において安全衛生に取り組む人員、権限及び予算が限定的で

あり、本社'本部の労働災害防止対策への参画が求められる。このような業態

の事業場にっいて、事業場単位の安全衛生管理に加え企業単位での安全衛生
管理の在り方にっいて、総合的に検討する。(再掲)

工企業における健康確保措置の推進

'過重労働'メンタルヘルス対策等の労働者の心身の健康確保対策がとれまで

になく強く求められている。そのため、法定の健康診断やその結果を踏まえた

胱業上の措置のみならず、労働者の健康管理に関して、経営トップの取組方針

の設定'表明等、企業の積極的な取組を推進する。また、労働者は、自らも健
康の保持増進に努める。(再掲)

オ業界団体内の体制整備の促進

'労働災害の防止に向けては、業界団体による自主的な取組が重要であること

から、労働災害が減少しない業界や取組が低調な業界団体に対して要請等を行
つ。

労働災害が増加傾向にある業種等にっいては労働災生防止団体の活動と車

携した業界団体等による自主的な安全衛生活動の促進策を検討するとともに、
労働災害防止団体が行う労働災害防止活動に対し,て、この計画の重点対策を考
慮しながら引き続き必要な支援を行う。

第三次産業の業種の業界団体の一部において、会員企業の安全衛生対策を推

進するための安全衛生委員会等を設置している場合がある。このため、このよ

うな取組を行っていない業界団体に対し、安全衛生委員会等の設置を働きかけ

るとともに、当該委員会等の活動や必要な人材の育成等にっいて、中央労働災
害防止協会と連携して取り組む。(再掲)

力元方事業者等による健康確保対策の推進

建設業等における元方事業者等による関係請負業者に対する健康確保対策の
推進のため、効果的な取組を検討する。

'東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた作業において、発注者である
東京電力と元方事業者が一体となった安全衛生管理体制の確立、りスクァセス

メントの実施、被ばく低減対策を検討した上で工事仕様書に盛り込むこと等に

よる工事の発注段階からの効果的な被ばく低減対策の実施等を推進する。

'国士交通省と連携し、荷主事業者に対し、長時間の荷待ち時間の削減や荷役
施設'設備の改善、荷役作業の安全担当者の配置等にっいて支援を要請する。
(再掲)
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キ 業所管官庁との連携の強化

業所管官庁との連携を強化し、安全や健康確保に関する指導の実施や、公共

発注への入札要件に安全衛生への取組を盛り込んでもらうこと等の取組を進め

る。

建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画(平成29年6月

9日閣議決定)に基づき、国土交通省と緊密な連携の下に、請負契約における

安全衛生経費の適切な積算及び確実な支払いに関する施策の検討・実施、施工

段階の安全衛生に配慮した設計の普及、中小建設業者の安全衛生管理能力の向

上に向けた支援等の取組を着実かつ計画的に実施する。(再掲)

経済産業省及び中央労働災害防止協会と連携し、主要な製造業の業界団体に

より構成される製造業安全対策官民協議会における安全対策の検討結果の周知

を図り、事業場の自主的な安全確保の促進を図る。(再掲)

林業・木材製造業労働災害防止協会の安全管理士等による指導と併せ、林野

庁と連携し、林業普及指導員等による伐木等作業現場での労働災害の防止対策

にっいて指導の充実を図る。(再掲)

国士交通省と連携し、荷主事業者に対し、長時間の荷待ち時間の削減や荷役

施設・設備の改善、荷役作業の安全担当者の配置等について支援を要請する。

(再掲)

バス、トラック、タクシー等の事業用自動車を保有する事業場において道路

運送法又は貨物自動車運送事業法により選任される運行管理者の講習(2年ご

と)に際し、国土交通省と連携して、交通労働災害防止のための教育を推進す

る。(再掲)

交通労働災害については、死亡災害の過半数が、バス、トラック、タクシー

等の事業用自動車を保有する事業場以外の事業場で発生していることを踏ま

え、警察庁と連携し、あらゆる業種の業界団体に対し、実効ある交通労働災害

防止対策が展開されるよう働きかける。(再掲)

中小規模事業場への支援

中小規模事業場における安全衛生管理体制を整備するとともに、4S(整理・

整頓・清掃・清潔)、「危険の見える化」、りスクァセスメント等の安全衛生

活動を活性化させるため、安全管理士や衛生管理士による職場改善指導等の労

働災害防止団体を通じた支援の充実を図る。

ク

構造規格等の改時には、経過措置により、既存の機械等への最新基準の適

用が猶予されるこが多いが、とれらの更新を促進するための支援措置等につ
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いて検討する。(再掲)

民間検査機関等の活用の促進

社会経済環境が変化し、新たに取り組むべき課題が増加する一方で、国の財

政状況は厳しさを増しており、行政には更なる減量、効率化が求められてぃる。

このような状況の中で労働災害を効果的に防止していくため、行政の取組にっ

いて合理的な重点化を図ることとし、都道府県労働局等で実施してぃる特定機

械等の許可審査や検査等にっいてより一層の民間移管を検討する。

民間機関である登録検査機関・登録教習機関等に対する監督や意図的に違

法な行為を行うような悪質な事業者に対する処分や罰則を強化するための方策
を検討する。

(フ)安全衛生管理組織の強化及ぴ人材育成の推進

'安全衛生専門人材の育成、労働安全コンサルタント、労働衛生コンサルタント

等の事業場外の専門人材の活用を総合的に検討し、安全衛生管理組織の強化を図
る。

'労働安全コンサルタント、労働衛生コンサルタントの能力.質の向上を図るた

め、一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会との連携を強化する。

'災害が多発している食料品製造業にっいては、食品加工機械の安全な使用方法

等を浸透させるため、関係省庁と連携しっつ、他の製造業と同様に職長に対する
教育の実施等を推進する。(再掲)

'建殷業における職長の再教育を製造業でも実施できるようカリキュラム等の策
定を検討する。(再掲)

'産業医の質'量の確保、産業医科大学による産業保健分野の人材育成の推進の

ために必要な方策について検討し、対策を講じる。(再掲)

'第三次産業の業種の業界団体の一部において、会員企業の安全衛生対策を推進

するための安全衛生委員会等を設置している場合がある。このため、このような

取組を行っていない業界団体に対し、安全衛生委員会等の設置を働きかけるとと

もに、当該委員会等の活動や必要な人材の育成等にっいて、中央労働災生防止協
会と連携して取り組む。(再掲)

'第三次産業の事業場が実効ある取組を行えるようにするため労働安全コンサ

ルタント、労働衛生コンサルタント等の専門家を活用できるよう支援する。(再
掲)
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・社会福祉施設については、腰痛予防のため、安全衛生教育の徹底だけでなく、

介護機器等の導入促進も併せて行う。(再掲)

・小売業や飲食店については、他業種に比べ非正規雇用労働者の割合が高く、経

験年数3年未満の死傷者の割合が高いことを踏まえ、業界団体と連携しつつ、雇

入れ時の安全衛生教育の徹底を図る。(再掲)

・陸上貨物運送事業における労働災害の約7割が荷役作業時に発生しているとと

から、荷役作業における安全ガイドラインに基づき、陸上貨物運送事業労働災害

防止協会と連携し、保護帽の着用等基本的な安全対策の徹底を図る。また、荷役

作業に従事する労働者に対する安全衛生教育の在り方について検討する。(再掲)

.治療と仕事の両立支援は、疾病を抱えた労働者本人からの支援の申出を受けた

事業者による支援に加え、治療やその間の各種支援を担う医療機関等とも連携を

した総合的な支援の仕組みづくりを進める。そのため、労働者に寄り添いながら

相談支援を行い、労働者と主治医や企業・産業医とのコミュニケーシヨンのサポ

ートを行う「両立支援コーディネーター」の養成に取り組むとともに、産業保健

総合支援センター等に配置するとと等により、治療と仕事の両立に係る相談支援

体制の充実を図る。(再掲)

事業者による化学物質の管理を実効あるものとするためには、労働者が化学物

質の危険性又は有害性等やばく露防止の方法等を正しく理解することが重要であ

る。このため、雇入れ時等の安全衛生教育において、化学物質のラベル表示やSDS

による情報にっいて理解を深められるようにしたり、保護具の正しい着用方法等

の具体的な内容を習得できるようにしたりするなど、その充実を検討する。(再

掲)

・石綿が用いられている建築物の解体工事の増加が見込まれる中、石綿の使用の

有無の調査が十分に行われないまま解体工事が施工される事例等が報告されてい

る。このため、石綿に関する届出対象の拡大等により、事業者による石綿の使用

の事実の把握漏れの防止を徹底することに加え、石綿の使用の有無の調査を行う

者の専門性の確保等の方策について検討する。(再掲)

(8)国民全体の安全・健康意識の高揚等

ア高校、大学等と連携した安全衛生教育の実施

・職場における安全確保や健康管理の仕組み、メンタルヘルス等に係る基礎知

識等にっいて、文部科学省と連携しつつ、学校保健安全法に基づく「学校安全

の推進に関する計画」等を活用した学校教育への取込み等を働きかける。
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・産業機械、産業用ロボット、プラント及びインフラ(士木建築)の設計や施

工管理をすることになる大学の理工系学部の学生を対象として、安全衛生施策、

安全衛生に関する国際規格・認証、システム安全設計、安全制御、りスク評価

等を体系的に教育するカリキュラムを策定し、大学に導入を働きかける。

イ危険体感教育及ぴ震災に備えた対策の推進

・労働者の危険感受性の低下が、労働災害が減少しない原因のーつとなってぃ

るとの指摘があることを踏まえ、 VR (バーチャル・りアリティ)技術を応用し

た危険感受性を高めるための教育の推進を図る。

・大規模地震等の自然災害が発生した際に、被災建築物等のがれきの撤去作業

や被災建築物等の解体工事において石綿ばく露防止が円滑に図られるよう、環

境省のマニュアルも踏まえっつ、被災状況に応じた指導・周知等の対応を行う

とともに、マスクや手袋等の保護具の円滑な確保等のばく露防止対策の推進を

図る。(再掲)

ウ 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を活用した健康促進

・身体活動は、抑うっや不安の発生の予防、これらの症状の改善に有用である

ことが明らかになってきている。2020年東京オリンピック・パラリンピック競

技大会の開催により、広く国民のスポーツへの関心が高まることを踏まえ、ス

ポーツ庁と連携して、スポーツ基本計画と連動した事業場における労働者の健

康保持増進のための指針(昭和63年健康保持増進のための指針公示第1号)の

見直しを検討するなど、運動実践を通じた労働者の健康増進を推進する。

工技能検定試験の関係団体との連携

・職業能力開発促進法に基づく技能検定試験の関係団体と連携して、安全衛生

に係る最新のデータや行政動向を技能検定の受検者をはじめとする労働者等に

対して提供することにより、安全衛生に関する知見の普及を推進する。

オ科学的根拠、国際動向を踏まえた施策推進

・科学的根拠に基づいた施策を推進するため、独立行政法人労働者健康安全機

構と連携し、産業機械や化学物質等の安全衛生に関する研究を推進する。

・安全衛生に関する施策は、諸外国の知見や施策の動向を踏まえながら推進す

る必要があるため、研究等により諸外国の最新の知見、動向を把握するととも

に、我が国の現状も十分に踏まえ、施策に活用する。

・独立行政法人国際協力機構(JICA)、中央労働災害防止協会等との連携を確

保しつつ、安全衛生分野の国際貢献を積極的に推進する。
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 近年の状況を見ると、労働災害による死亡者数こそ減少しているものの、いまだその水準

は低いとはいえず、第三次産業の労働者数の急速な増加や労働力の高齢化もあって、労働災

害による休業４日以上の死傷者数に至っては、かつてのような減少は望めず、これまでとは

異なった切り口や視点での対策が求められています。 

 また、過労死やメンタルヘルス不調が社会問題としてクローズアップされる中で、働き方

改革実行計画（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）を踏まえ、過労死研究の推進と

その成果を活用しつつ、労働者の健康確保対策やメンタルヘルス対策等に取り組むことが必

要になっているほか、治療と仕事の両立への取組を推進することも求められています。この

ほか、胆管がんや膀胱がんといった化学物質による重篤な健康障害の防止や、今後増加が見

込まれる石綿使用建築物の解体等工事への対策強化も必要となっています。 

 その他、大規模な自然災害による被害からの復旧・復興工事や東京電力福島第一原子力発

電所の廃炉作業における安全衛生の確保はもとより、2020年東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会の開催を契機として、我が国全体の安全や健康への意識の底上げにつなげて

いくことも考えられます。 

 このような状況を踏まえ、労働災害を少しでも減らし、安心して健康に働くことができる

職場の実現に向け、2018年度を初年度として、５年間にわたり、国、事業者、労働者等の関

係者が目指す目標や重点的に取り組むべき事項を定めた「第13次労働災害防止計画」を策定

しました。 
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計画期間 

計画の目標 

2018年度から2022年度までの５か年を計画期間としています。 

① 死亡災害については、死亡者数を2017年と比較して、2022年までに15％以上減少 

② 死傷災害（休業４日以上の労働災害）については、死傷者数の増加が著しい業種、事

故の型に着目した対策を講じることにより、死傷者数を2017年と比較して、2022年まで

に５％以上減少 

③ 重点とする業種の目標 

 ・建設業、製造業及び林業については、死亡者数を2017年と比較して、2022年までに

15％以上減少 

  ・陸上貨物運送事業、小売業、社会福祉施設及び飲食店については、死傷者数を2017年

と比較して、2022年までに死傷年千人率で５％以上減少 

④ 上記以外の目標 

  ・仕事上の不安、悩み又はストレスについて、職場に事業場外資源を含めた相談先があ

る労働者の割合を90％以上 

 ・メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合を80％以上 

 ・ストレスチェック結果を集団分析し、その結果を活用した事業場の割合を60％以上 

 ・化学品の分類及び表示に関する世界調和システム（GHS）による分類の結果、危険性

又は有害性等を有するとされる全ての化学物質について、ラベル表示と安全データ

シート（SDS）の交付を行っている化学物質譲渡・提供者の割合を80％以上 

 ・第三次産業及び陸上貨物運送事業の腰痛による死傷者数を2017年と比較して、2022年

までに死傷年千人率で５％以上減少 

 ・職場での熱中症による死亡者数を2013年から2017年までの５年間と比較して、2018年

から2022年までの５年間で５％以上減少 
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 働く方々の一人一人がかけがえのない存在であり、それぞれの事業場において、一人の

被災者も出さないという基本理念の下、働く方々の一人一人がより良い将来の展望を持ち

得るような社会としていくためには、日々の仕事が安全で健康的なものとなるよう、不断

の努力が必要です。 

 また、一人一人の意思や能力、そして置かれた個々の事情に応じた、多様で柔軟な働き

方を選択する社会への移行が進んでいく中では、従来からある単線型のキャリアパスを前

提とした働き方だけでなく、正規・非正規といった雇用形態の違いにかかわらず、副業・

兼業、個人請負といった働き方においても、安全や健康が確保されなければなりません。 

 さらに、就業構造の変化等に対応し、高年齢労働者、非正規雇用労働者、外国人労働

者、障害者である労働者の安全と健康の確保を当然のこととして受け入れていく社会を実

現しなければなりません。 

計画が目指す社会 



（１）死亡災害の発生状況と対策の方向性 

（２）死傷災害の発生状況と対策の方向性 

平成10年以降の20年間の死亡災害の発生状況について、労働災害防止計画ごとに平均して見

ると、重点業種として取り組んできた製造業は全業種平均の減少率には届いておらず、建設業

は依然として死亡災害全体の３分の１を占めており、引き続き重点業種として取り組むことが

必要です。 

また、強度率の高さ等を考慮し、林業を重点業種に追加することが必要です。 

これらの背景として、社会経済環境の変化と相まって、ベテラン労働者の不足や業務アウト

ソーシングの増加による現場管理の複雑化等の問題が顕在化してきていることが挙げられま

す。 

業種別に、事故の型別を見ると、製造業については「はさまれ・巻き込まれ」、建設業につ

いては「墜落・転落」、林業については伐木等作業における「激突され」による災害が最も多

く発生しており、対策が必要な状況です。  
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 平成10年以降の20年間の死傷災害の発生状況について、労働災害防止計画ごとに平均して見

ると、製造業と建設業においては死傷者数の減少率は全業種平均を大幅に上回りましたが、第

三次産業の中には、社会福祉施設のように、労働者数の増加を考慮したとしても死傷者数の増

加幅が著しい業種があります。 

 また、事故の型別に見ると、「転倒」「動作の反動・無理な動作」といった高い年齢層で発

生しやすい災害が増加しています。また、第三次産業では、事業場が分散しており個々の事業

場の権限や予算が十分になく、事業場ごとの安全衛生管理の仕組みが十分に機能していない場

合が考えられます。このような背景を踏まえ、高齢化や就業構造の変化を考慮した対策が求め

られます。 

 仕事や職業生活に関する強い不安、悩み又はストレスを感じる労働者は全労働者の半数を超

えており、社会問題となっている過労死等で労災認定された件数はここ数年は700件台で推移

しており、そのうち死亡又は自殺（未遂を含む。）の件数は200件前後となっています。 

  

（３）労働者の健康確保を巡る動向と対策の方向性 

労働災害防止計画期間ごとの主な事故の型別の死傷災害件数の推移 

（件） 

※件数は各期間の平均値 
（第9次と第12次は4年間） 

安全衛生を取り巻く現状と施策の方向性 
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（４）疾病を抱える労働者の治療と職業生活の両立を巡る状況と対策 
    の方向性 

（５）化学物質による健康障害の現状と対策の方向性 

 脳・心臓疾患につながるリスクのある血圧や血糖、脂質などを含めた労働安全衛生法に基づ

く一般健康診断の結果における有所見率は全労働者の半数を超え、年々増加を続けており、疾

病のリスクを抱える労働者は増える傾向にあります。 

 労働力の高齢化が進んでいる中で、健康診断結果に基づく就業上の措置の的確な実施や、労

働者の治療と職業生活の両立支援に取り組む企業の支援等が必要です。 

 産業現場で使用される化学物質は約70,000種類です

が、労働安全衛生関係法令によって、ばく露防止措置、

ラベル表示、リスクアセスメント等の実施が義務付けら

れているものは663物質であり、その他多くの化学物質は

危険性や有害性等の情報の通知さえ十分行われていると

はいえない状況です。そのため、国際的な動向も踏ま

え、化学物質の危険性や有害性等に関する情報提供の在

り方や、化学物質による健康障害の発生が疑われる事案

を国が把握できる仕組みの検討が必要な状況です。 

 併せて、国内での石綿使用建築物の耐用年数から推計

した解体棟数が2030年頃のピーク時には10万棟まで増加

することを踏まえ、石綿による健康障害の防止について

も対策の強化に取り組むことが必要な状況です。 

 過労死等の防止には、長時間労働対策に加えて、メンタルヘルス対策の推進が重要です。 

 ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善の取組や、労働者が安心してメン

タルヘルス等の相談を受けられる環境整備を促進することが必要です。 

 また、過労死等の実態把握や調査研究を進め、それから得られた知見に基づいた対策を推進

していくことが必要です。 

GHS対応ラベル表示状況別事業所割合 

すべて表示 
している 
60.0% 

全く表示 
していない 
9.8% 

一部表示 
している 
21.2% 

譲渡・提供
先から求め
があれば表
示している 
9.0% 

平成28年「労働安全衛生調査（実態調査）」特別集計 

GHS:化学品の分類及び表示に関する世界調和システム 
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（出典：定期健康診断実施結果） 

一般定期健康診断結果の有所見率の推移 

(※自殺は未遂を含む） 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

労災認定件数 338 306 277 251 260

うち死亡件数 123 133 121 96 107
労災認定件数 475 436 497 472 498

うち自殺件数 93 63 99 93 84

              労災認定件数合計 813 742 774 723 758
216 196 220 189 191

脳・心臓
疾患

精神障害

うち死亡・自殺合計



 建設業における墜落・転落災害等の防止 

 ・墜落防止用保護具について、原則としてフル 

    ハーネス型とし、墜落時の落下距離に応じた 

    適切な保護具の使用の徹底 

 ・解体工事における安全対策について検討 

・2020年東京オリンピック･パラリンピック競技 

 大会 の施設工事について、長時間労働の縮減 

 も含めて労働災害防止対策の徹底 

 ・自然災害に被災した地域の復旧・復興工事に 

    おいて労働災害防止対策の徹底 

 ・建設工事従事者の安全及び健康の確保に関す 

    る基本的な計画に基づく取組施策の着実かつ計画的な実施 

  

 
 製造業における施設、設備、機械等に起因する災害等の防止 

 ・危険性の高い機械等について、製造時のリスクアセスメントを確実に実施するための

方策の検討。残留リスク等の情報を使用者に確実に提供する方策を検討 

 ・信頼性の高い自動制御装置によって機械等を監視・制御する場合などに、柵などの設

置等の危険防止措置、点検・監視や有資格者の配置などの特例を検討 

 ・経済産業省及び中央労働災害防止協会と連携した、製造業安全対策官民協議会の検討

結果の周知による事業場の自主的な安全確保の促進 

 ・高経年施設・設備に対する点検・整備等の基準を検討 

 ・安全投資を促進するインセンティブを高めるための方策について検討 

 ・災害が多発している食料品製造業については、関係省庁と連携しつつ、職長に対する

教育の実施等を推進 

 ・建設業での職長の再教育を、製造業でも実施できるようカリキュラム等の策定を検討 

  

【フルハーネス型安全帯】 

 林業における伐木等作業の安全対策 

 ・｢伐木等作業における安全対策のあり方に関する検討会｣の議論の結果を踏まえ、安全  

対策の充実強化を図るとともに、その周知徹底について林野庁や関係団体等と連携 

 ・林野庁と連携し、林業普及指導員等による伐木等作業現場での労働災害の防止対策に

ついて指導の充実 

 
 

 ・休業６か月以上の災害の分析を実施。重篤な災害に対する原因究明及び同種災害の防

止対策の検討 

 

 

  ・経過措置により最新基準の適用が猶予された機械等の更新を促進するための支援措置

等について検討 

 

 

（３）最新基準が適用されていない既存の機械等の更新促進 

（１）業種別・災害種別の重点対策の実施 
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     正しく使おうフルハーネス 
     (建設業労働災害防止協会) 

１ 死亡災害の撲滅を目指した対策の推進 

（２）重篤な災害の防止対策 



 

 企業における健康確保措置の推進 

 ・法定の健康診断やその結果を踏まえた就業上の措置のみならず、労働者の健康管理に

関して、経営トップの取組方針の設定・表明等、企業の積極的な取組を推進。また、

労働者は、自らも健康の保持増進に努める 

 産業医・産業保健機能の強化 

 ・医師による面接指導や産業医・産業保健スタッフによる 

  健康相談等が確実に実施されるようにし、労働者の健康 

  管理を推進 

 ・産業医等が医学専門的な立場から労働者の健康確保のため 

  により一層効果的な活動を行いやすい環境を整備 

 ・産業医の質・量の確保、地域偏在等の問題の改善、産業医の選任義務がない小規模事

業場における産業保健機能強化のための支援、産業医や看護職等の産業保健スタッフ

から構成されるチームによる産業保健活動の推進、産業医科大学による産業保健分野

の人材育成の推進のために必要な方策について検討し、対策を講じる 

 ・衛生委員会等の活動の活性化を図るため、産業医に衛生委員会等の参加を促すなどの

取組を進め、必要に応じ、衛生委員会等の審議事項等の見直しを検討 

   

 

 
 

 ・時間外労働の上限規制による過重労働の防止、長時間労働者に対する健康確保措置と

して、医師による面接指導の対象者の見直しや労働時間の客観的な把握等の労働者の

健康確保を強化 

（２）過重労働による健康障害防止対策の推進 
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２ 過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進  

（１）労働者の健康確保対策の強化 

○ 「衛生委員会」における調査審議 

○ 「心の健康づくり計画」の策定 

○ 「メンタルヘルス推進担当者」の選任 

○ 教育研修の実施 

○ ストレスチェックの実施 

○ 職場環境の把握と改善     等 

労働者の心の健康の保持増進のための指針 
労働安全衛生法に基づき厚生労働大臣が公表した指針（平成18年・平成27年改正） 

４つのケアの推進 
・セルフケア 
・ラインによるケア 
・産業保健スタッフによるケア 
・外部機関によるケア 

職場におけるメンタルヘルス対策の原則的な実施方法を定めるもの 

メンタルヘルス対策の具体的取組 



２ 過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進  

 

 メンタルヘルス不調の予防 

 ・ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善について、好事例の収集・

情報提供等の支援を行い、その取組を推進することで、事業場における総合的なメン

タルヘルス対策の取組を推進 

 ・産業保健総合支援センターによる支援等による小規模事業場におけるストレスチェッ

ク制度の普及を含めたメンタルヘルス対策の取組の推進 

 ・労働者の心の健康の保持増進のための指針に基づく取組の推進。特に、事業場外資源

を含めた相談窓口の設置を推進することにより、労働者が安心してメンタルヘルス等

の相談を受けられる環境を整備 

  

（３）職場におけるメンタルヘルス対策等の推進 

 

 ・雇用形態の違いにかかわらず、安全衛生教育や健康診断、安全衛生委員会への参画等  

についての適正な実施の促進 

（４）雇用形態の違いにかかわらない安全衛生の推進 

 

 ・独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所の過労死等調査研究センター

における過労死等の労災保険給付請求事案に係るデータの収集等を継続するとともに、

引き続き疫学的な研究等を通じて過重労働と過労死等の相関等に関する客観的なデータ

の把握と分析を行い、その結果を踏まえ対策を検討 

 

 ・副業・兼業を行う労働者の健康確保のため、事業者が法令を踏まえた健康診断等の措置

が必要な場合は適切に実施するよう周知 

 ・テレワークについては、労働者の健康確保措置のために必要な労働時間管理を適切に 

行うとともに、事業者が法令を踏まえた安全衛生教育、健康診断等を適切に実施するよ

う周知 

（５）副業・兼業、テレワークへの対応 

（６）過労死等の実態解明と防止対策に関する研究の実施 

独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所は、厚生労働省所管の独立行政法

人として、事業場における災害の予防並びに労働者の健康の保持増進及び職業性疾病の病因、

診断、予防その他の職業性疾病に係る事項に関する総合的な調査及び研究を行っている研究所

で、東京都の清瀬市にある本部のほか、神奈川県の川崎市に拠点を持っています。 

 詳しくは19ページのURLをご覧ください。 
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  パワーハラスメント対策の推進 

 ・有識者と労使関係者からなる検討会の結果を踏まえ、パワーハラスメント対策を推進 



 
 転倒災害の防止 
 

 ・４Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔）、｢危険の見える 

  化｣、作業内容に適した防滑靴の着用等の取組の促 

  進等 

 ・転倒災害を防止するための体操の周知・普及 
 
 
 
 

  

 腰痛の予防 
 

 ・安全衛生教育の確実な実施の推進と介護機器の導入 

  促進 

 ・荷の積卸し等の定型的な重筋業務を行う場合に身体 

  への負担を軽減する機械等の普及方策の検討 

 

 
 
 第三次産業対策 
 
 ・企業単位での安全衛生管理の在り方について

総合的な検討 

 ・経営トップに対する意識啓発や「危険の見え

る化」、リスクアセスメンとによる設備改善、

KY活動等による危険感受性の向上のための働

きかけに取り組む 

 ・社会福祉施設における介護機器等の導入促進 

 ・小売業・飲食店における 

  雇入れ時の安全衛生教育 

  の徹底 等 

 
   つまずいて、鉄板に 

手をつき両手を火傷！ 

 
  陸上貨物運送事業対策 
 
 ・保護帽の着用等基本的な安全対策の徹底。 

  荷役作業に従事する労働者に対する安全 

  衛生教育の在り方について検討 

 ・国土交通省と連携し、荷主事業者に対し、 

  長時間の荷待ち時間の削減や荷役施設・ 

  設備の改善等について支援を要請 

 ・インターネット通販の普及で荷の取扱件 

  数が増加傾向にあることを踏まえ、荷役 

  作業の実態に即した対策の検討 
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社会福祉施設における安全衛生対策～腰痛対策・KY活動 

社会福祉施設における安全衛生対策～腰痛対策・KY活動 

３ 就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進  

（１）災害の件数が増加傾向にある 
   又は減少がみられない業種等への対応 

介護機器を使って
腰痛予防 



クールベストの推奨 → 

熱中症対策 

 
 交通労働災害対策 
  

 ・国土交通省と連携した交通労働災害防止のための教育の推進。 

 ・警察庁と連携した業界団体への働きかけ 
 

 職場における「危険の見える化」の推進 

 ・労働者の知識・経験の程度にかかわらず、安心して働ける職場を実現していけるよう

未熟練労働者等が就労する事業場において、労働災害防止に関する標識、掲示等の普

及を推進 

 ・日本語の理解度に差のある外国人労働者においても同様の対策を普及 

 
 
 
 
 
 

 
 熱中症の予防 
 

 ・JISに適合したWBGT値測定器の普及とWBGT値の測定とその結果に基づき、休憩の確保、

水分・塩分の補給、クールベストの着用等の必要な措置の推進 

 ・熱中症予防対策の理解を深めるために、建設業等における先進的な取組の紹介や労働

者等向けの教育ツールの提供 
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「見える化」とは、危険を可視化して共有 すること。 

KY活動で発見した危険のポイントを、「ステッカー」

等を張り付けることで注意喚起します。 

転倒、墜落・転落などのおそれがある箇所で、慎重に行

動することができます。 

 

３ 就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進  

 

➀ WBGT値（暑さ指数）の把握の準備 

➁ 作業計画の策定 

③ 設備対策の検討 

④ 服装等の検討 

⑤ 休憩場所の確保の検討 

⑥ 教育研修の実施 

⑦ 熱中症予防管理者の選任等 

 

｢危険の見える化」 
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年齢別死亡者数（平成25～29年計） （人） 



 
 
 高年齢労働者対策 

 ・高年齢労働者に配慮した職場改善や筋力強化等の身体機能向上のための健康づくり等

の取組事例の収集と安全と健康確保のための配慮事項の普及 
 

 非正規雇用労働者対策 

 ・派遣労働者に関する雇入れ時の安全衛生教育や健康診断の実施などの把握とその結果

を踏まえた必要な取組の検討 等 

 外国人労働者、技能実習生対策 

 ・関係府省と連携した外国人労働者を雇用する事業場に対する、安全衛生教育の実施、

労働災害防止のための日本語教育等の実施、労働災害防止に関する標識･掲示、健康管

理の実施等の徹底 

 ・技能実習生への、外国人技能実習機構と連携した労働災害防止のための取組の推進 
 

 障害者である労働者対策 

 ・障害者である労働者の労働災害防止や安全への不安を払拭するため、労働災害事例や

安全上の配慮事項等の実態把握を行い、必要な対策を検討 
 

 個人請負等の労働者の範疇に入らない者への対応 

 ・建設業における一人親方等については、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関す

る基本的な計画に基づき、その業務の特性や作業の実態を踏まえた安全衛生教育の実

施など、必要な対応を検討 

  技術革新への対応  

 ・人との協調作業を可能とする産業用ロボット等の、機能安全の基準や認証制度を検討 

 ・信頼性の高い自動制御装置によって機械等を監視及び制御する安全対策の普及 

 ・ AIやマンマシンインターフェースの開発に伴い、普及が見込まれるこれまでの産業用

ロボットの定義に当てはまらないロボットの安全対策や安全基準・規格等を検討 

 ・AIやGPS技術の急速な能力向上により、近い将来において、工場等の産業現場において

も自律的に作業を行う機械の導入が進むと見込まれるため、こうした技術革新を見越

した上で、人と機械の安全な協働の方策等について必要な基準を検討  

 ・IoTやこれにより収集されたビッグデータを活用した労働災害の防止や労働者の健康確

保に関する調査研究を推進  
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３ 就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進  

（２）高年齢労働者、非正規雇用労働者、外国人労働者及び障害者で 
   ある労働者の労働災害の防止 

高年齢労働者に配慮した職場改善事項 
➀ 筋力の低下、不良姿勢への配慮 

➁ 作業スピード、ペース等への配慮 

③ 作業の継続時間への配慮 

④ 事故防止への配慮 

⑤ 生理機能低下への配慮 

⑥ 安全性の確保・心理的ストレスへの配慮 等 



 

 ・健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針、治療と職業生活の両立支

援のためのガイドラインの周知啓発を図り、企業の意識改革及び支援体制の整備を促

進 

 ・企業向け、医療機関向けマニュアルを作成し、産業保健総合支援センターにおける研

修の実施等により普及 

 ・都道府県ごとに設置される「地域両立支援推進チーム」の活動等を通して、地域にお

ける企業、医療機関等関係者の具体的連携の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・労働者に寄り添いながら相談支援を行い、労働者と主治医や企業・産業医とのコミュ

ニケーションのサポートを行う「両立支援コーディネーター」の養成、産業保健総合

支援センター等への配置 

 

 

 

 

 

 

 

（２）疾病を抱える労働者を支援する仕組みづくり 

 

・脊髄に損傷を負った労働者の職場復帰を見据えた入院時からの医療機関の継続的な支援

方法等の研究、職場適応のためのリハビリテーション技術・機器の開発を推進するとと

もに、国の支援策の在り方を検討 

（３）脊髄に損傷を負った労働者等の職場復帰支援 
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４ 疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進  

（１）企業における健康確保対策の推進、 
   企業と医療機関の連携の促進 

ガイドラインの活用 



 
 
 国際動向等を踏まえた化学物質による健康障害防止対策  
 

 ・ラベル表示やSDS交付の在り方について検討 

 ・国による支援の充実など必要な環境整備を推進 

 ・危険性又は有害性等が不明であることは安全又は無害であることを意味するものでは

ないことから、危険性又は有害性等が判明していない化学物質が安易に用いられるこ

とのないようにするため、必要な対策を講じることを指導・啓発 

  

  

●●● 

危険 

○○○○○・・・
△△△△・・・・ 

（製品の特定名） △△△製品  ○○○○    （絵表示）              
（注意喚起語）  危険 

 

（危険有害性情報）・引火性液体及び蒸気  ・吸入すると有毒  ・・・ 

（注意書き） ・火気厳禁  ・防毒マスクを使用する  ・・・・・・ 

安全データシート
（SDS） 
●●● 
--------------------- 
--------------------- 

--------------------- --------------------
- 

１ 化学品および会社情報 

２ 危険有害性の要約（GHS分類） 

３ 組成および成分情報 

４ 応急措置 

５ 火災時の措置 

６ 漏出時の措置 

７ 取扱いおよび保管上の注意 

８ ばく露防止および保護措置 

９ 物理的および化学的性質 

10 安定性および反応性 

11 有害性情報 

12 環境影響情報 

13 廃棄上の注意 

14 輸送上の注意 

15 適用法令 

16 その他の情報 

事業者間の取引時にSDSを提供し、化学物質の危険有害性や適切な取扱い方法などを伝達 

 リスクアセスメントの結果を踏まえた作業等の改善 

 ・化学物質のリスクアセスメント結果に基づく作業改善の支援策の充実 

 ・最新の科学的知見に基づくラベル表示・SDS交付の対象物質の見直し 

 ・作業環境測定に個人サンプラーによる測定方法を追加 

 ・作業環境測定の結果等と特殊健康診断の結果を結びつける等、総合的な健康確保対策

が講じられる方策を検討 

 
 
 

（実測値を用いたリスクの見積） 

 ・作業環境測定 

 ・個人ばく露測定 

 ・簡易な測定（検知管、パッシブサンプラーなど） 
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５ 化学物質等による健康障害防止対策の推進  

（１）化学物質による健康障害防止対策 

ラベルの表示 

ＳＤＳ（安全データシート） 

気中濃度の測定方法 



 

 解体等作業における石綿ばく露防止 

 ・石綿に関する届出対象の拡大等により、事業者による把握漏れ防止を徹底することに

加え、石綿使用の有無の調査を行う者の専門性の確保等の方策について検討 

 ・石綿ばく露防止措置を講じない施工者への対策を強化。解体工事等の発注者に求め  

  られる石綿ばく露防止対策への対応について検討 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 労働者の石綿等の化学物質の取扱履歴等の記録の保存  

  ・事業廃止時も含め、個々の労働者のばく露の状況等の保存の推進 

５ 化学物質等による健康障害防止対策の推進  

 化学物質の有害性情報の的確な把握  

 ・国内外における知見を迅速かつ的確に収集し、規制の見直しに活用するとともに、収

集した有害性等の情報を広く事業者等に提供 
  

 有害性情報等に基づく化学物質の有害性評価と対応の加速 

 ・化学物質のリスク評価について、諸外国における規制の動向等に係る情報の収集等に

ついて検討し、更なる効率化、迅速化を図る 
 

 遅発性の健康障害の把握 

 ・近年発生した胆管がん事案等、遅発性の健康障害の事案の的確な把握方策等を検討 
 

 化学物質を取り扱う労働者への安全衛生教育の充実  

 ・化学物質の有害性等の理解の促進のため、雇入れ時教育等の安全衛生教育の充実を 

  検討 

 

  SDSを確認 
SDSがなければ 
供給元に交付 
を求める 

危険有害性に基づき 
リスクアセスメント 

を行う 

絵表示で 
危険有害性 
を確認 

リスクアセスメント 
の結果をみて 
対策を行う 

事業者や労働者 
ラベルを見て 
危険有害性に 

気づく 

事業者は 

労働者は 

化学物質管理 
の基本フロー 

化学物質管理を
実効あるものに
するため 
事業者は労働者
に効果的に教
育・周知を行う
ことが必要 

  イラストは 
「目で見るアスベスト建材（第２版）」 

（国土交通省）より 

過去、建築物には石綿建材が
多用され今も多くが残っている 

＜戸建て住宅＞ ＜RC造、S造＞ 

～ 建築物の石綿使用箇所イメージ ～ 
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（２）石綿による健康障害防止対策 



 

 ・事業者及び事業場の実情に応じた禁煙、空間分煙等の受動喫煙防止対策を普及・促進 

 ・受動喫煙を受ける蓋然性の高い職務上の作業について、換気や空気清浄機の設置等に

よる有害物質濃度の低減及び保護具の着用等による効果を検証し、受動喫煙防止対策

を普及・促進 

 

  

（３）受動喫煙防止対策 

 

 ・東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた作業や、帰還困難区域等で行われる除

染における作業に従事する労働者に対する安全衛生管理、被ばく線量管理、被ばく低

減対策、健康管理等の実施の徹底 

 ・東京電力福島第一原子力発電所での緊急作業に従事した労働者に対して長期的な健康

管理対策の着実な実施 

 ・医療従事者の被ばく線量管理及び被ばく低減対策の取組を推進、被ばく線量の測定結

果の記録等の保存について管理の徹底  

（４）電離放射線による健康障害防止対策 

 

 ・法令の遵守のみならず、粉じんばく露作業に伴う健康障害を防止するための自主的取

組の推進 

 ・所属する事業場が転々と変わるトンネル工事に従事する労働者のじん肺関係の健康情

報、有害業務従事歴等の一元管理を行う建設業労働災害防止協会に対して支援の実施 

 

（５）粉じん障害防止対策 

除染作業でも適切な被ばく防止対策が重要 
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・ 過去の石綿建材使用時の石綿ば
く露により、毎年多くの方が労
災認定されている 

・ 石綿使用建築物の解体棟数は、
今後、ピークに向けてさらに増
加する見込み 

・ 今後の建築物の解体工事では、
労働者の石綿ばく露防止の徹底
が一層重要 

５ 化学物質等による健康障害防止対策の推進  

石綿対策はこれからが本番 



 
 

・安全管理士等による職場改善指導等の労働災害防止団体を通じた支援の充実 

 
 

・企業のマネジメントの中へ安全衛生を位置付けることを推奨。労働者の安全衛生
に関する経営トップからの取組方針の設定・表明等、積極的な取組を推進 

 
  
  

 
 
  ・労働安全衛生マネジメントシステム（ISO45001）の発効に合わせ、我が国の産業

現場で用いられている安全衛生活動や健康確保の取組を取り入れ、JISを制定 
  ・ISO45001やILOの指針との整合性や健康確保のための取組の方策等も考慮し、労

働安全衛生マネジメントシステムに関する指針（告示）の改正を検討し普及 
  ・産業安全や化学物質対策への活用に加え、過重労働対策やメンタルヘルス対策等

への活用について検討 

（２）労働安全衛生マネジメントシステムの普及と活用 

 
 

・労働災害が減少しない業界や取組が低調な業界団体に対する要請 
・労働災害が増加傾向にある業種等について、業界団体等による自主的な安全衛生

活動の促進策の検討 等 
 

（５）業界団体内の体制整備の促進 

 
 

・建設業等における元方事業者等による関係請負業者に対する健康確保対策の推進
のため、効果的な取組の検討 等 

（６）元方事業者等による健康確保対策の推進 

（７）業所管官庁との連携の強化 

（８）中小規模事業場への支援 

「安全衛生優良企業公表制度」 
優良企業に認定されると、厚生労働省のホームペー
ジで企業名が公表されます。また、安全衛生優良企
業マークが名刺や商品などに使用でき、さまざまな
場所でPRすることができます。 
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６ 企業・業界単位での安全衛生の取組の強化  

（１）企業のマネジメントへの安全衛生の取込み 

優良企業公表制度 職場のあんぜんサイト  検  索 

（９）民間検査機関等の活用の促進 

（３）企業単位での安全衛生管理体制の推進 

（４）企業における健康確保措置の推進 



（１）高校、大学等と連携した安全衛生教育の実施 

 ・安全衛生専門人材の育成、労働安全・労働衛生コンサルタント等の事業場外の専門人

材の活用を総合的に検討し、安全衛生管理組織の強化を図る 

  ・職長教育、雇入れ時教育等の安全衛生教育の充実の検討や実施を推進。安全衛生に関

する専門家の育成やその活用を支援 

  ・職場における安全確保や健康確保の仕組み、メンタルヘルス等に係る基礎知識等につ

いて、文部科学省と連携しつつ、学校教育への取込み等を働きかけるとともに、大学

の理工系学部の学生を対象として、安全衛生に関する知識を体系的に教育するカリ

キュラムを策定し、大学に導入を働きかける 

  ・ＶＲ（バーチャル・リアリティ）技術を応用した危険感受性を高めるための教育の推

進 

（２）危険体感教育及び震災に備えた対策の推進 

  ・スポーツ庁と連携した運動実践を通じた労働者の健康増進の推進 

（３）2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を活用した 
   健康促進 

  ・技能検定試験の関係団体と連携して、技能検定の受検者等に安全衛生に関する知見の

普及を推進 

（４）技能検定試験の関係団体との連携 

  ・独立行政法人労働者健康安全機構と連携し、産業機械や化学物質等の安全衛生に関   

  する研究を推進し、施策に活用 

  ・安全衛生分野の国際貢献を積極的に推進 

（５）科学的根拠、国際動向を踏まえた施策推進 
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７ 安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進  

８ 国民全体の安全・健康意識の高揚等   
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昭和 
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50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

死亡災害 H24 H25 H26 H27 H28 

製造業 199 201 180 160 177 

建設業 367 342 377 327 294 

陸上貨物運送事業 134 107 132 125 99 

林業 37 39 42 38 41 

その他 356 341 326 322 317 

合計（全産業） 1,093 1,030 1,057 972 928 

死傷災害（事故の型別） H24 H25 H26 H27 H28 

墜落・転落 20,275 20,182 20,551 19,906 20,094 

はさまれ・巻き込まれ 15,802 15,276 15,238 14,513 14,136 

転倒 25,974 25,878 26,982 25,949 27,152 

動作の反動・無理な動作 14,191 13,914 14,191 14,420 15,081 

その他 43,334 42,907 42,573 41,523 41,447 

合計（全産業） 119,576 118,157 119,535 116,311 117,910 

労働災害発生状況（全産業）の推移 

死亡災害発生状況（全産業）の推移 

（単位：人） 

最近の 

労働災害の 

発生状況 

出典：平成23年までは、労災保険給付データ（労災非適用事業を含む）、労働者死傷病報告、死亡災害報告 平成24年からは、労働者死傷病報告、死亡災害報告 
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【資料】安全衛生基本統計 

928 

117,910 



労働災害防止団体名 ＵＲＬ 

http://www.mhlw.go.jp/ 
厚生労働本省   http://www.mhlw.go.jp/ 
 

  職場のあんぜんサイト   
          http://anzeninfo.mhlw.go.jp/ 
 

    安全衛生優良企業公表制度 
        http://anzeninfo.mhlw.go.jp/shindan/shindan_index.html 
     
  こころの耳（働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト） 
                       http://kokoro.mhlw.go.jp/ 

 
都道府県労働局・労働基準監督署    
 http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/ 

厚生労働省 

 
 

 中央労働災害防止協会 
 

 建設業労働災害防止協会 
 

 陸上貨物運送事業労働災害防止協会 
 

 港湾貨物運送事業労働災害防止協会 
 

 林業・木材製造業労働災害防止協会 
 

    

    
   http://www.jisha.or.jp 
 

   http://www.kensaibou.or.jp/ 
 

   http://www.rikusai.or.jp/ 
 

   http://kouwansaibou.or.jp/ 
 

   http://www.rinsaibou.or.jp/ 

労働災害防止団体 

  
  
 産業保健総合支援センター   
    https://www.johas.go.jp/shisetsu/tabid/578/Default.aspx 
 
  労働安全衛生総合研究所 
    http://www.jniosh.go.jp/ 
 

独立行政法人労働者健康安全機構 
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【参考】安全衛生基本統計 



厚生労働省 
Ministry of Health, Labour and Welfare 

ひと、くらし、みらいのために 

平成30年3月 


